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自立援助ホーム設置計画事前協議書

年　　月　　日
神戸市こども家庭局家庭支援課長　様

 所在地
設置希望者名
代表者職氏名
                          （担当者職氏名　　　　　　　　　　）
                          （連絡先　　　　　　　　　　　　　）
                      　　（電子メール　　　　　　　　　　　）

下記の児童自立生活援助事業を計画したので、神戸市児童自立生活援助事業Ⅰ型（自立援助ホーム）設置指導要綱第5条第1項の規定により関係書類を添えて協議します。

記

１．施設の名称
２．施設の種類
３．施設の設置予定地	
４．設置主体
５．入居定員 　　　　名（男子：　　名、女子：　　名）
６．施設の規模及び構造
(1) 敷地面積及び地目　　　　　　　　　　㎡
(2) 建築面積　　　　　　　　　　　　　　㎡
(3) 延床面積　　　　　　　　　　　　　　㎡
(4) 敷地の所有者名（買収（予定）の場合は買収（予定）年月日、買収（予定）価格、借地の場合は年間借地料）
(5) 建物の構造　　　　　造　　　　　　　階建て
(6) 建物の所有関係（自己所有・借家）
（借家の場合　年間借家料　　　　　　円）
(7) 施設設備の概要

７．施工計画（工事を必要とする場合）
着工予定年月日　　　　　　　　　　　　　　年月日
竣工予定年月日　　　　　　　　　　　　　　年月日
事業開始予定年月日　　　　　　　　　　　　年月日
８．職員の配置（職員別人員）

（添付書類）
１．設置趣意書（様式任意）
２．事業者が法人の場合定款その他の基本約款（登記事項証明書）
３．運営規程
４．職員に関する以下の書類
(1) 職員の氏名及び経歴等を記載した書類（採用予定の職員は、その旨記載）
(2) 職員の履歴書及び資格を証する書類（採用予定の職員は、その旨記載）
(3) 職員の勤務表（1ヶ月間の仮のシフト表、採用予定の職員も含む）
５．事業収支予算書（事業開始から1年間）
６．事業計画書
７．事業者が法人の場合、直近の財務諸表3年分（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表、財産目録）
８．事業者の前年分源泉徴収票または納税証明書（事業者が法人の場合、過去3か年の損益計算書）
９．事業を行う設備等の状況を記載した書類
10．事業を行う物件の登記簿謄本または賃貸借契約書の写し（土地、建物の使用権限が確認できる書類）
※登記前、契約前等で上記書類が準備できない場合は、設置後に当該土地、建物の使用権限を確約する書類）
11．事業を行う物件の縮尺、寸法が記載された各階平面図、立面図及び周辺地図
12．近隣住民との調整をしたことが確認できる書類
13．児童福祉事業の経験を示す資料
